
 

 

【川口市】 

中小企業等原油価格等 

高騰対策支援金 

申請要領 
 

 

 

令和８年８月 

 

 

 

  

＜問い合わせ先＞ 

中小企業等原油価格等高騰対策支援金 

コールセンター 
 

期 間：令和８年８月３日（月）～令和８年１０月３０日（金） 

時 間：平日９:００～１２：００、１３：００～１６:３０ 
     ※土日・祝日を除く 

電 話：０４８-２５９-７９２５（８月３日開設） 
 

「川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援ホームページ」 
https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01110/011/shienjigyou/52110.html 

⚠それ！支援金を装った詐欺かも？？ 

“特殊詐欺”や”個人情報の搾取にご注意ください。 
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① 申請書類を入手する 

◆川口市ホームページからダウンロードしてください。 

 

 ＜ＵＲＬ＞ 
https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01110/011/shienjigyou/52110.html 

 

◆申請書の郵送をご希望される場合、「中小企業等原油価格等高騰対策支

援金コールセンター」（８月３日以降）にご連絡ください。 
 ※郵送は混雑状況によりお時間をいただく場合があります 
 

② 申請書を記入する 
 

③ 必要書類を添付し、申請する 

■申請方法・期間 
オンライン申請 令和８年８月３日（月）～令和８年１０月３０日（金） 

   

 

郵送申請 令和８年８月３日（月）～令和８年１０月３０日（金） 

（※１０／３０付けの消印有効） 

  ＜郵送先＞ 〒３３２-８６０１ 

        川口市青木２－１－１ 川口市役所産業労働政策課 

        「中小企業等原油価格等高騰対策支援金担当」宛 

 
※郵送申請は郵送に係る期間等によりオンライン申請よりも支援金の交付が遅れる

場合があります 

 

 

④ 審査 

申請内容を審査。書類に不備等があった場合は、電話等で連絡します。

（※場合によっては現地調査も実施します） 
 

⑤ 支援金交付 

不備等がなければ、通常１か月程度で決定通知を発送。指定口座に振り

込みします。 

１.申請の流れ 
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■交付対象者 
（１）中東情勢の影響により令和８年４月から７月の期間のうち任意の単

月の売上総利益（粗利）が前年同月と比べて減少した事業者であって

次のア又はイのいずれかの要件を満たす者とする。 

ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項第１

号から第４号に掲げる事業者であって、令和７年４月１日以前から

市内で継続して事業を営む法人及び個人事業者であること。 

イ 社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、一般社団・財団

法人、公益社団・財団法人、学校法人、農事組合法人、組合（農業

協同組合、生活協同組合、中小企業等協同組合法に基づく組合等）

であって、令和７年４月１日以前から市内で継続して事業を営む事

業者であること。 

 ※詳細は、22ページ別表「対象事業者」をご確認ください。 

 
〇交付対象者の解説 
（１）個人事業者の交付対象者とは 

・令和７年分確定申告書【第一表】において、事業収入が主な収入であ

ること。（事業収入＞給与収入、雑収入） 

・確定申告でなく市民税の申告のみの場合は、市民税申告書において  

事業収入が主な収入であること 

・令和７年分確定申告書【第一表】において、給与収入>事業収入の場合

でも退職がわかる書類（雇用保険の喪失確認通知書など）の提出があり、

現在は個人事業者と確認できること。 

・令和７年分確定申告書【第一表】において、雑収入が主な収入の場合

でも、税務署において修正申告をし、事業収入に修正された確定申告書

が確認できること。 

 

 

 

 

 

 

 

２.申請の要件を確認する 
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■不交付要件 
 下記のいずれかの事項に該当する場合は、交付対象外となります。 

（１）川口市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員等その他反

社会的な団体に関連すると認められる者 

（２）風営法に規定する性風俗関連特殊営業を行う者 

（３）宗教法人法に規定する宗教団体又は宗教性を有する団体等と認められ

る者 

（４）納期の到来した市税について滞納がある者 

（５）すでに川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援金の交付決定を受

けている者 

（６）個人事業者にあっては、被扶養者 

（７）前各号に掲げるもののほか、支援金を交付することが不適切であると

市長が判断する者 

 

 

■宣誓・同意事項 
申請者は、下記の全てに宣誓又は同意しなければ、支援金を交付できま

せん。（申請書にて、宣誓・同意していただきます。） 

（１）申請書及び提出書類の記載内容に虚偽がないこと 

（２）交付対象者の要件を満たしていること 

（３）引き続き、事業の継続及び雇用の維持を図ること 

（４）市税の納付状況を確認することについて、同意すること 

（５）上記、不交付要件に該当しない者 

（６）虚偽の申請であることが判明した場合は、速やかに支援金を返還す

ることに同意すること 

 

注：一度交付を受けた方は、再度交付申請することができません。 

注：本支援金は、所得税法上課税対象（事業所得）となります。税負担の発

生の有無については申請者の状況により変わります。 
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■申請書を作成する上での注意事項 

〇事業所に関する事項について 

（１）事業所とは 

事業所とは、経済活動の場所ごとの単位であって原則として次の要件を

備えているもの。 

・経済活動が、単一の経営主体のもとで、一定の場所（区画）を占め

ていること。 

・物の生産や販売、サービスの提供が、従業員と設備を有して継続的

に行われていること。 

※登記だけで、実態がないものは事業所とはみなしません。 

 

 

  

３.申請する 
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■申請書 
【記入例】 

  



7 

 

【記入例】 
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【記入例】 
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■添付書類 

（１）振込先の口座通帳の写し  

  ・法人は会社名義、個人事業者は申請者名義の口座の通帳の写し。 

   ※個人事業者は可能な限り屋号のわかる口座名義の通帳 

     

・銀行名（銀行コード）、支店名（支店コード）、預金種目、口座番号、

名義人（カナ）が確認できるように、通帳のオモテ面と通帳を開いた

１、２ページ目の両方を添付してください。 

 

・電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の

画像を提出してください。同様に当座口座で紙媒体の通帳がない場合

も、電子通帳等の画面を提出してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意＞ 

添付している口座情報と申請書

に記入している内容に誤りがあ

る場合は、振り込みができなく

なりますので、間違えがないか、

しっかりと確認してください。 

 

「出典：中小企業庁 持続化給付金申請要領」 

ゆうちょ銀行の場合（通帳を開いた１・２ページ目） 

ここの口座番号を記載してください 
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（２）令和８年４月から７月の期間のうち任意の単月の売上総

利益（粗利）が前年同月と比べて減少したことを確認でき

る帳簿等の写し 

・申請書に記入した箇所（金額）の根拠となる数字に色付けするなど、分か

るようにしてください。 

・２０●●年●月と明確に明記されているもの。 

・月毎にまとめたもの。（書式は任意。個別の伝票は不可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

対象月の事業収入額がわかる売上台帳等について、フォーマットの指定は

ありません。経理ソフト等から抽出したデータ、作成したエクセルシート、

手書きの売上帳などを提出してください。書類の名称が「売上台帳」でなく

ても構いません。 

ただし、提出するデータが対象月のデータであることを確認できる資料を

提出してください。（２０●●年●月と明確に記載されている等） 

※不明な時は領収書等の添付を求めることがあります。 

「出典：中小企業庁 持続化給付金申請要領」 
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（３）経費明細  
・Excelファイル「別紙_経費明細」を作成してください。 

・作成方法はシート内の案内をご確認ください。 

・「石油等由来製品」と「石油等由来製品の代替品」はそれぞれ別シート

で計算してください。 

 

（４）経費明細の金額が確認できる書類の写し  
・仕入帳や仕入れ先からの請求書など、取引の明細(製品名、個別の数量や

単価)が記録されている書類を添付してください。 

・申請書に記入した箇所(金額)に色付けするなどわかるようにしてくださ

い。 

・対象月が２０●●年●月と明確に明記されているもの。 

・月毎にまとめたもの。（書式は任意。個別の伝票は不可） 

 

（５）直近期の確定申告書類の写し【法人】  

・法人税確定申告書 別表一の写し 

・法人事業概況説明書の写し（おもて面・うら面） 

 

 

 

・法人税確定申告書 別表一 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の申請者申請欄は、

この欄に記載している法

人名での申請になります。

申請者は市内、市外を問い

ません。（事業所は市内で

ある必要があります） 

 

※代表者等の変更があり

ましたら、その事実が分か

る書類を添付してくださ

い。 

この法人番号を申請書に

転記してください。 
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・法人事業概況説明書（おもて面） 
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・法人事業概況説明書（うら面） 
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（６）令和７年分の確定申告書類の写し【個人】  
・所得税及び復興特別所得税の確定申告書 第一表・第二表 
・(青色申告の場合)青色申告決算書 

・(白色申告の場合)収支内訳書 

 

 

・所得税及び復興特別所得税の確定申告書 第一表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業収入が主な収入であることが

申請の条件となります。 

（事業収入＞給与収入、雑収入） 

であることを確認してください。 

不動産収入のみは対象外、事業収入

があれば、不動産収入＞事業収入で

も対象となります。 
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・所得税及び復興特別所得税の確定申告書 第二表 
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・青色申告決算書（青色申告の場合） 
 ※参考として（一般用）を掲載しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の所在地が市内であるか

確認してください。 

フリーランスの場合は、自宅が事

業所になりますので自宅の住所

が市内であれば、事業所の所在地

が市外でも対象となります。 
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・収支内訳書（白色申告の場合） 
※参考として（一般用）を掲載しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 
                                         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の所在地が市内であるか

確認してください。 

フリーランスの場合は、自宅が事

業所になりますので自宅の住所

が市内であれば、事業所の所在地

が市外でも対象となります。 
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■申請者が市外の法人の場合（必須） 

（７）市内に事業所を有していることが確認できる書類  
 ・履歴事項全部証明書、賃貸契約書、営業許可書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 履歴事項全部証明書は、法務局又は法務局のＨＰから取得するこ

とができます。 

 

 

 

 

 

履歴事項全部証明書は、法務局又は法務局のＨＰから取得すること

ができます。 
※令和８年１月１日以降に交付されたものを提出してください 

履歴事項全部証明書 

   
〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号  
株式会社 〇〇〇〇  

  会社法人番号 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  
商号  株式会社 〇〇〇〇  

 株式会社 △△△△  令和元年〇〇月〇〇日変更  
令和元年〇〇月〇〇日登記  

本店  〇〇県〇〇市〇〇町〇〇  
公告をする方法  〇〇〇〇  
会社設立の年月日  令和〇年〇〇月〇〇日  

目的  
1.□□□□  

2.△△△△  
発行可能株式総数  〇〇〇株  
発行済株式の総数  

並びに種類及び数  
発行可能株式の総額  
〇〇株  

資本金の額  金〇〇〇〇万円  
株式の譲渡制限に  

関する規定  

当方の株式を譲渡する場合には、取締役会の承認を受け

なくてはならない。  
役員に関する規定  取締役 〇〇〇〇  

 
〇〇県〇〇市〇〇町〇〇  

代表取締役 〇〇〇〇  

登記変更に関する  

事項  

設立 令和〇年〇〇月日  

  
  これは登記簿に記載されている閉鎖されていない事項の全部であることを  

証明した書面である。  
 （〇〇法務局〇〇支局管轄）  
  令和〇年〇〇月〇〇日  
               〇〇法務局登記官    〇〇 〇〇  
 
  整理番号 〇〇〇〇〇〇 ＊下線のあるものは抹消事項であることを示す。  

印  
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■個人事業者全員が提出 

（８）本人確認書類の写し 

・マイナンバーカード、運転免許証（表裏）、パスポート等 

 

・マイナンバーカード（おもて面のみ提出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運転免許証（おもて面・うら面の両方提出） 

 

 

・パスポート（写真のあるページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うら面は絶対に送らないでください。

受け取りできません。  
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■その他 

（１）市内事業者の考え方 

・確定申告書の「事業所の所在地」が市内である。 

・フリーランスの事業所は自宅と考えられる。よって、市内事業 

者と業務委託契約を締結し、個人事業者として事業収入を得て 

いても、住所が市外の場合は基本的に支給対象外となる。 

しかし、フリーランスで勤務先の事業所が市外である場合は、 

自宅で契約行為や経理作業を行う場所を設置しているなど、個 

人事業者としての事業所が市内の自宅であるとみなすことがで 

きれば対象とする。 

（例）事業所等と業務締結している市内在住の個人事業者は交付対 

象で、市外在住の個人事業者は交付対象外とする。 

 

（２）個人事業者で所得税の確定申告が不要の場合 

 ・市民税申告書の写しを添付してください。 

 

（３）令和８年以降に法人成りした場合 

 ア）個人事業者として提出した令和７年分の確定申告書類 
   ・青色申告の場合 確定申告書第一表、所得税青色申告決算書 

   ・白色申告の場合 確定申告書第一表、収支内訳書 

 イ）法人設立届出書 

 ウ）個人事業の開業・廃業届出書 

 エ）履歴事項全部証明書 
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別表 対象事業者  

 

業種  

中小企業者  

（下記のいずれを満たすこと）  
小規模事業者  

資本金の額又は出資の

総額  

常時使用する  

従業員の数  

常時使用する  

従業員の数  

①  製造業、建設業、運輸業  

その他の業種（②～④を除く）  
３億円以下の会社  300 人以下  20 人以下  

②  卸売業  １億円以下の会社  100 人以下  5 人以下  

③  サービス業  5,000 万円以下の会社  100 人以下  5 人以下  

④  小売業  5,000 万円以下の会社  50 人以下  5 人以下  

⑤  ゴム製 品製造業 （一部を 除

く）  
3 億円以下の会社  900 人以下  20 人以下  

⑥  ソフトウエア業・情報処理サ

ービス業  
3 億円以下の会社  300 人以下  5 人以下  

⑦  旅館業  5,000 万円以下の会社  200 人以下  5 人以下  

⑧  医療法人・社会福祉法人  常時使用する従業員の数が 300 人以下  

⑨  学校法人  常時使用する従業員の数が 300 人以下  

⑩  財団法人（一般・公益）  

社団法人（一般・公益）  

上記①～⑦の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の

従業員の数に該当するもの  

⑪  特定非営利活動法人  
上記①～⑦の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の

従業員の数に該当するもの  

⑫  中小企業等協同組合法第 3 条

に規定 する中小 企業等協 同

組合  

上記①～⑦の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の

従業員の数に該当するもの  

⑬  農事組合法人  
上記①～⑦の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の

従業員の数に該当するもの  


